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第１部 総   説 

 

a第１章 栃木県の環境行政の枠組み             

 

  栃木県環境基本条例                         

 ア 栃木県環境保全基本方針の策定 

  ○ 本県では、かつて経済の高度成長期において、活力のある地域づくりを積極的に進めるとと

もに、「栃木県公害防止条例」や「自然環境の保全及び緑化に関する条例」などを基本として、

公害の防止及び自然環境の保全に努めてきた。 

  ○ この結果、生活や産業活動は、より豊かで活発なものとなり、本県の環境は、全般的に良好

な状態を保ってきた。 

    ○ しかしながら、本県においても、大量生産・大量消費・大量廃棄を基調とする社会経済活動

に伴う環境への負荷の増大により、大気汚染や水質汚濁などの都市・生活型公害の発生や、廃

棄物の量の増大、さらには都市化による平地林の減少などの環境問題が生じてきた。 

  ○ このため、平成５（1993）年 11 月の「環境基本法」の制定を契機に、環境保全対策に総合的

に取り組んでいくための足掛かりとして、「栃木県環境保全基本方針」を平成７（1995）年３

月に策定した。 

    ○  この基本方針は、「環境への負荷の少ない持続的発展が可能な栃木県をつくりあげていくた

め、環境保全を進める上での基本的な考え方及び環境保全方策の展開の方向について明らかに

した」ものであり、県、市町村、事業者及び県民のすべてが、環境への負荷の低減を図ること

の重要性を認識し、それぞれの立場において環境保全に努め、行動を展開していくためのもの

であった。 

  

イ 栃木県環境基本条例の制定 

  ○  環境保全基本方針の策定作業の過程において、県議会や栃木県環境審議会などから、本県に

おける環境に関する新たな法的枠組みを確立するため、条例化を求める意見が出された。 

  ○ 県としても、今後の環境施策の推進をより強固なものとするため、環境基本条例の制定が必

要と判断し、環境審議会への諮問・答申を経て、「栃木県環境基本条例」案を平成８（1996）

年２月に議会に提出、翌月に議会の議決を受け、同年４月から施行された。 

  ○ 環境基本条例の制定により、環境保全基本方針の趣旨は、同条例に継承されることとなった。 

 

 (2) 環境基本条例の位置づけ 
   環境基本条例は、基本条例としてその規律の対象とする環境政策分野の施策の方向付けを行う

ものであることから、県行政の中で環境施策推進の基本となる規範として位置付けられるもので

ある（図１－１－１）。 

 

図１－１－１ 環境基本条例の構成 
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・環境影響評価の推進
・必要な規制、誘導
・環境の保全に関する施設の整備等
・資源の循環利用の推進
・環境の保全に関する教育・学習の振興等
・調査及び研究の実施等
・監視等の体制の整備
・地球環境の保全の推進等　など

○指針

○環境基本計画の策定

○環境の保全に関する施策
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  栃木県環境基本計画                         

 (1) 栃木県環境基本計画策定の趣旨等 
  ○ 平成８（1996）年４月に施行された「栃木県環境基本条例」第 10 条の規定に基づき、平成

11（1999）年３月に「栃木県環境基本計画」を策定し、環境保全対策の充実を図ってきた。 

    ○ 近年、地球温暖化に伴う気候変動による自然災害の頻発、激甚化の懸念や海洋環境を汚染し、

生態系への影響が懸念されるプラスチックごみなどの私たちを取り巻く様々な環境問題に加

え、SDGs やカーボンニュートラル実現に向けた動きなどの新たな時代の潮流が見られる。 

  ○ これらの状況を踏まえ、新たな「栃木県環境基本計画」を令和３（2021）年３月に策定した。 

  ○ 令和４（2022）年３月に策定した「2050 年とちぎカーボンニュートラル実現に向けたロード

マップ」や「栃木県気候変動推進計画」の改定内容と整合を図るため、令和５（2023）年３月

に環境基本計画を改定した。 

 

 (2) 栃木県環境基本計画の概要 
  ア 計画の位置付け 

    〇県の環境保全に関する基本的かつ総合的な計画 

    〇各主体の環境保全の取組の指針となる計画 

  イ 計画の期間  

    令和３（2021）～令和７（2025）年度の５か年（おおむね 10 年後を展望） 

  ウ 10 年後の将来像 

～環境の保全と利活用により、持続的な地域活性化につなげていく～ 

「守り・育て・活かす、環境立県とちぎ」 

  エ 基本目標 
①脱炭素社会の構築と気候変動への適応を目指す「とちぎ」 

②自立・分散型エネルギーで支えられる災害に強い「とちぎ」 

③良好な生活環境が保全された「とちぎ」 

④人と自然が共生する「とちぎ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 栃木県環境基本計画の推進 
     計画に盛り込まれた各種の施策を着実かつ効果的に推進するため、とちぎ環境立県推進本部

を中心に、目標達成状況並びに具体的施策の実施状況の把握などを全庁的な連携のもとに実施

する。 

    毎年度、各部局の主要施策の実施状況や目標の達成状況をとりまとめ、とちぎ環境立県推進

本部並びに栃木県環境審議会に報告し、併せて「栃木県環境白書」を通じて公表する。栃木県

環境基本計画の進捗状況については、第３部第１章に記載している。 

    計画の進捗状況に対する庁内の自己評価、県民等からの意見を参考に次年度の計画推進に向

けた施策展開を図る。 

２ 


